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　具体的な見直しの基本的考え方として、介護の現
状として地域全体で支える体制が不十分であるこ
と、給付と負担のバランスを確保する必要があるこ
とから、以下の 2 点をあげている。
①日常生活圏域において、医療、介護、予防、住まい、
生活支援サービスが切れ目なく、有機的かつ一体的
に提供される地域包括ケアシステムの実現。
②給付の効率化・重点化などを進め、給付と負担の
バランスを図ることで、将来にわたって安定した持
続可能な介護保険制度の構築（同 p160）。
　このように、今後の方向性として地域支援事業
の再構築が進められている。本研究では地域密着
型サービスの一つである認知症対応型共同生活介護
（以下グループホームと称す）に視点を当て捉えて
みることで高齢化が進む我が国のケアのあり方につ
いて考えてみたい。
2．研究目的
　2010（平成 22）年の社会保障制度改革推進法の成
立により地域視点の介護サービスがより重要視され
地域支援事業の再構築が進められることになった。
これを受け、地域密着型サービスの一つであるグ
ループホームの役割も大きいといえる。今回は筆者
と交流のある地域でのグループホームの現状を把握
し、地域での担い手としての今後の役割について考
察する。
3．研究方法
　社会保障制度改革、特に介護保険制度改革につい
て、文献研究を行う。
　現在、グループホーム連絡協議会東部ブロックに
所属し勤務している介護職員にアンケートを行う。
1．はじめに
我が国の少子高齢化は急速に進んでおり、2060（平
成 72）年には総人口が 9000 万人程度、高齢化率は
40％近くなると予想されている。高齢になるほど受
診率は増加し、ひいては要介護状態に進んでいく可
能性は高くなってくる。
　2000（平成 12）年 4 月に介護保険制度が施行され
てから今年 4 月で 15 年になる。介護保険に関する
統計資料（厚生労働統計協会 a［2014：13-14］）を
見てみると第 1 号被保険者数は介護保険スタート年
度は 2242 万人が 12 年後（平成 25 年）では 3094 万
人と 38％増えている。要介護認定者数（要支援含む）
は、2000（平成 12）年 256 万人から 2014（平成 25）
年 561 万人で 119.1％の増加となっている。介護度
分類でみてみると要介護 1 は 105 万人（要介護者全
体の 18.6％）、要介護 2 は 99 万人（同 17.6％）、要介
護 3 は 74 万人（同 13.2％）、要介護 4 は 69 万人（同
12.3％）、要介護 5 は 61 万人（同 10.9％）となっている。
要支援では、要支援 1 が 76 万人（13.6％）、要支援
2 が 77 万人（13.6％）となっている。第 1 号被保険
者に占める要介護者の割合は 17.6％で 65 歳以上高
齢者のほぼ６人に 1 人が要介護者ということになる。
　このような状況の中で社会保障の安定強化のため
に 2010（平成 22）年 8 月社会保障制度改革推進法
が成立した。介護保険制度では同法 7 条「介護保険
の保険給付の対象となる介護サービスの範囲の適正
化による介護サービスの効率化および重点化を図る
とともに、低所得者・・・」と規定された。その後、
社会保障制度改革国民会議が重ねられ第 20 回会議
で社会保障制度改革の方向性として“「1970 年代モ
デル」から全ての人々がすべての世代の夢や希望に
つながる「21 世紀（2025 年）日本モデル」”へ報告
書が取りまとめられた（同 p15）。
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（8）介護福祉士の資格取得方法の見直しの延期
　2015（平成 27）年度まで 3 年間延期された。
（9）情報公表制度の見直し
　介護事業者の負担を軽減する観点から 1 年に 1 回
の調査の義務付けを廃止し、都道府県知事が必要が
あると認める場合に調査を行えることとするととも
に、事業者の手数料によらずに運営できる仕組みと
する。
（10）事業者に対する労働法規の遵守の徹底
　都道府県知事等は、労働基準法等に違反して罰金
刑を受けている者等について、指定の拒否等を行う
ことができる。
（11）有料老人ホーム等における利用者保護規定の
追加
　権利金等の受領禁止を明文化、前払金の算定基礎
の明示、入居後一定期間（3 ヶ月間）経過前の契約
解除の場合に、家賃、サービス費用などの実費相当
額除いて、前払金を全額返還する旨等の契約締結を
義務づける。
（12）市民後見人の活用による認知症対策の推進
　弁護士などの専門職ばかりでなく、市町村は市民
後見人の育成・活用を行う。都道府県は、助言その
他の援助を行うように務めるとされている。
（13）保険者による主体的な取り組みの推進
　市町村保険者の主体的な取り組みを推進するため
に次のような措置を講じる。
1）地域密着型サービスの指定における公募制の導入
2）独自報酬の設定と指定手続きの簡素化
3）地域包括支援センターの機能強化
（14）保険料の上昇の緩和
　都道府県は、2012（平成 24）年度に限り、財政安
定化基金の一部を取り崩すことができる。
（15）高齢者住まい法の改正
　高齢者住まい法（高齢者の居住の安定確保に関す
る法律）の改正。国土交通省と厚生労働省との共管
の法律である。現状では全高齢者に対する定員数が
0.9％に過ぎない高齢者向け住宅を、2020（平成 32）
年までに 3 ～ 5％に引き上げるという目標を掲げて
いる。
5．グループホームについて
　グループホームとは、介護福祉用語辞典によると
「地域社会の中にある住宅（アパート、マンション、
4．介護保険法の改正
　2011（平成 23）年 6 月介護サービスの基盤強化の
ための介護保険等の一部を改正する法律が通常国会
で可決された。改正法は地域包括ケアシステム実現
の取り組みをねらいとしている。改正法の概要につ
いて項目を以下に述べる（同 pp160-166）。
（1）地域包括ケアの推進
　2005（平成 17）年の改正で地域密着型サービスや
地域包括支援センター創設によりその考え方はあっ
たが、今回の改正ではそれが前面に押し出された。
地域包括ケアを実現するためには、高齢者の日常生
活圏域において 5 つの視点（医療、介護、予防、生
活支援、住まい）での取り組みが、包括的、継続的
に行われることが必要である。
（2）地域包括ケアを念頭に置いた介護保険事業計画
の策定
　地域の課題やニーズを的確に把握・分析する。そ
の上で、それまでの内容に加え、認知症支援策や在
宅支援等地域の実情に合わせて新たに記載すること
とされた。
（3）24 時間対応の定期巡回・随時対応サービスの創設
　日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護を一体
的に、またはそれぞれが密接に連携しながら、短時
間の定期巡回型訪問と随時の対応を行う。
（4）複合型サービスの創設
　小規模多機能型居宅介護において、訪問看護を一
体的に提供することにより、医療ニーズの高い要介
護者への支援を充実することが期待されている。
（5）介護予防・日常生活支援総合事業の創設
　総合事業では市町村は予防サービス、生活支援
サービス、ケアマネジメントの 3 つを総合的に実施
する。
（6）介護療養型医療施設の転換期限の延長
　2012（平成 24）年 3 月末までに廃止予定が 2018（平
成 30）年まで 6 年間延長となった。
（7）介護職員等による喀痰吸引と経管栄養（以下喀
痰吸引等と称す）の実施
　今では例外として、利用者本人の文書による同意
や適切な医学的管理等の一定の条件下で、ヘルパー
等の介護職員による実施が容認されてきた。しかし、
社会福祉士および介護福祉士法の一部改正により、
2015（平成 27）年 4 月から業務として行うことがで
きるようになった。
地域に根ざしたグループホームの役割（東ブロック地区の調査から）
—25—
③地域での生活を支える医療サービスの構築
④地域での生活を支える介護サービスの構築
⑤地域での日常生活・家族の支援の強化
⑥若年性認知症施策の強化
⑦医療・介護サービスを担う人材の育成
　地域包括ケアシステムのなかでグループホームが
要請されている内容「①相談支援機能」「②個別ケ
アの資質向上のための機能強化」「③地域との密な
連携」「④医療機能の確保・強化」の 4 つの役割・
機能について日本認知症グループホーム協会は各
事業所の確認調査を行っている。ほとんどの事業者
が全て及び複数の取り組みを行っているということ
であった。このように今後の超高齢社会に向けてグ
ループホームの果たすべき役割は益々大きくなって
いる。
6．アンケート
①実施対象：グループホーム連絡協議会東部ブロッ
ク地区 11 施設で勤務している介護職員の中で研修
会に参加した 41 名。
②調査日：2014（平成 26）年 10 月 7 日（火）
③調査方法：研修会受付にてアンケート用紙を配布
し、終了後記入してもらいその場で回収。
④調査結果
1．現在勤務されている施設について（表 1）
①入居者の平均年齢
②入居者の最高年齢
③入居者の最低年齢
表 1　施設別入居者年齢
事業所 最高年齢 最低年齢 平均年齢
S 施設 100 歳 77 歳 88 歳
H 施設 93 歳 82 歳 88 歳
HH 施設 96 歳 76 歳 90 歳
K 施設 95 歳 77 歳 87.7 歳
N 施設 102 歳 66 歳 86.8 歳
K 施設 96 歳 69 歳 86.3 歳
S 施設 102 歳 75 歳 86.3 歳
P 施設 97 歳 67 歳 82 歳
M 施設 102 歳 82 歳 90.7 歳
T 施設 97 歳 72 歳 89 歳
MK 施設 97 歳 70 歳 87.5 歳
一戸建て等）において、数人の障害者等が一定の経
済的負担を負って共同で生活する形態。同居あるい
は近隣に居住している専任の世話人により食事の提
供、相談その他の日常的生活援助が行われる。知的
障害者、精神障害者及び痴呆性高齢者について制度
化されている」とある（中央法規出版編集部 [2006：
79]）。
　我が国では 1980 年代後半から始まり、1997（平
成 9）年に痴呆対応型老人共同生活援助事業として
制度化された。2000（平成 12）年介護保険制度の施
行に伴い「居宅サービス事業」の一つとして位置づ
けられ、当時事業所数は 675 だったがその後、急激
にその数を増やしていった。2006（平成 18）年の介
護保険改正で“認知症高齢者が家庭的な環境のもと
で、住み慣れた地域で生活し続けられるように支援
する”ことを目的に新たに地域密着型サービスとし
て位置づけられた。2012（平成 24）年の事業所数は
11,729 となっている。グループホームのサービスは
中学校区を基本としていることから、全国の中学校
数 10,864 ヶ所と同数が存在する。
　今後、認知症高齢者は高齢者人口の増加と共に一
層増えていくことが見込まれている。厚生労働省に
よる認知症高齢者数の推計をみると 2010（平成 22）
年 9 月末現在で 280 万人（自立度Ⅱ以上）、その中で
居宅 140 万人、介護老人福祉施設に 41 万人、医療
機関38万人などとなっている。将来推計では2025（平
成 37）年には 470 万人で全高齢者の 12.8％と予想さ
れている（厚生労働統計協会 a［2014：176］）。
　このような現状の中で 2012（平成 24）年 9 月、
厚生労働省において 2013（平成 25）年度から 5 年
間の具体的な計画「認知症施策推進 5 ヵ年計画」（通
称オレンジプラン）が策定された。オレンジプラン
では、認知症の人やその家族が認知症と疑われる症
状が発生した場合「いつ」「どこで」「どのような支
援」を受ければよいか理解できるよう、認知症ケア
パス（状態に応じた適切な医療や介護サービスなど
の提供の流れ）を作成し、2015（平成 27）年度以
降の介護保険事業計画に反映することとされている
（同 p176-177）。この認知症ケアパスの構築が今後の
認知症施策の基本目標となっている。以下にその実
現のために進めていく内容を述べる（同 p176）。
①標準的な認知症ケアパスの作成・普及
②早期診断・早期対応
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　最も多かったのが季節行事、お誕生会 39 名、次
が散歩、買い物の 36 名、続いて植物園など各種公
共施設 16 名、地域の行事に参加 15 名だった（図 2）。
　その他が 6 名あり、敬老会、生け花教室、お花見、
お墓参り、温泉、礼拝であった。
3．グループホームでの看取りについて
①本人や利用者家族から希望されたことがあるか
（図 3）。
はい：27 名、いいえ：5 名
②施設で受け入れたか（図 4）。
はい：25 名、いいえ：5 名
③看取りを受け入れた場合不安なこと
④入居者の性別（図 1）
　男性：70 名　　　女性：396 名
⑤入居者の在所期間
　5 年以上： 5 名
　4 年以上：13 名
　3 年以上：15 名
　2 年以上： 4 名
　2 年以内： 0 名
⑥介護度について（表 2）
表 2　施設別平均介護度
事業所 平均介護度
S 施設 3.4
H 施設 2
HH 施設 3.3
K 施設 2.2
N 施設 3.56
K 施設 2.7
S 施設 2.28
P 施設 2.1
M 施設 3.5
T 施設 2.9
MK 施設 3.4
2．施設で行っている行事について
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5．喀痰吸引等の実践で必要なこと、気になること
 　（該当者なし）
6．差し支えなければお聞かせください
①性別：男性 8 名　女性 25 名（図 7）
②年齢：
　20 歳代 5 名、30 歳代 7 名、40 歳代 8 名、　
　50 歳代 11 名、60 歳以上 4 名（図 8）
③介護職の経験：1 ～ 2 年 6 名、3 ～ 5 年 7 名、5 ～
10 年 12 名、10 年以上 7 名（図 9）
　最も多かったのは医療との連携で 22 名、続いて
人員確保 7 名だった。その他が 5 名あった（図 5）。
　看取りについての自由記載では以下の内容があっ
た（表 3）。
表 3　看取りでの不安内容（自由記載）
看取りに関する自由記載
その場面になった時の、はじめの対応が冷静にで
きるか
職員一名体制の際の夜勤帯
夜間帯一人で見ること
夜間帯一人での看取りに不安をおぼえる
夜勤の時、一人の時
家族の思いと統一することが不可欠
最期を迎えるにあたり環境をかえざるをえないこ
とは申し訳ないです（看取りをしないため）
何回もの看取りをさせていただいたが、職員それ
ぞれが入居者の方に対しての家族以上の愛情を
持って関わっており、最後まで支援でき、ご家族
様からも「ここでよかった」との言葉を頂くとさ
らなる励みになっている
動脈瘤を持たれた方を入院させることなく動脈瘤
破裂し、救急搬送するまでを受け入れた
夜間急変した時にすぐに医師が来てくれるか、夜
勤帯一人で対応できるか
4．喀痰吸引等について
　やや不安 19 名、大いに不安 11 名、どちらでもな
い 2 名、あまり不安ではない 1 名だった（図 6）。
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者の重度化が考えられる。
　問 3 で看取りについて問うているが、本人や家族
から希望されたことがあるは 27 名、また、施設で
受け入れたと回答した人も 25 名あった。グループ
ホームは地域密着型サービスとして「利用者の住み
慣れた地域での継続的な暮らしを支える」という理
念のもと“利用者の初期から終末を支える”という
時代の要請に基づく対応が必要になってきている。
看取りを受け入れた場合不安なこととして、「医療
との連携」と「人員の確保」が多かった。特に夜間
帯一人の時、医療との連携も含めてうまく対応でき
るかどうか大きな不安となっている。
　問 4 の喀痰吸引については「やや不安」19 名、「大
いに不安」11名と合わせて40名で、かなり不安を持っ
ていることがわかる。しかし、まだ喀痰吸引実践の
該当者はいなかった。喀痰吸引については 2011（平
成 23）年 6 月 22 日法律第 72 号により下記のように
改正され、2015（平成 27）年 4 月より施行となった
（社会福祉士・介護福祉士・社会福祉主事制度研究
会 [2012：p4]）。
社会福祉士および介護福祉士法（定義）
第 2 条　（略）
2　この法律において「介護福祉士」とは、第 42 条
第 1 項の登録を受け、介護福祉士の名称を用いて、
専門的知識及び技術をもって、身体上又は精神上の
障害があることにより日常生活を営むのに支障があ
る者につき心身の状況に応じた介護（喀痰吸引その
他のその者が日常生活を営むのに必要な行為であっ
て、医師の指示のもとに行われるもの（厚生労働省
令で定めるものに限る。以下「喀痰吸引等」という）
を含む）を行い、並びにその者及びその介護者に対
して介護に関する指導を行うこと（以下「介護等」
という）を業とする者をいう。
　以上の法改正により介護福祉士が喀痰吸引等を担
うことができるようになった。ここに至るまでに、
厚生労働省は 2010 から「介護職員等によるたんの
吸引等の実施のための制度の在り方に関する検討
会」を開催し、介護職員の喀痰吸引等実施のための
法制度や研修の在り方、試行事業の在り方について
検討された。
　喀痰吸引等の研修は、介護職員等に対して行われ
る「喀痰吸引等研修」と介護福祉士養成課程のなか
で行われる「医療的ケア」の二つがある。この調査
7．特に心がけていること（表 4）
表 4　心がけている内容（自由記載）
自由記載
自分の地域とのつながりを深めていこうと考えて
いる最中でこの講義を受けられて良かった。挨拶
や集会への出席など、身近なところから大事にし
て職場での取り組みに活かせればと思う
寄り添う介護、声かけ、言葉かけ
入居していただいた方々は、家族の一員と思って
支援を行っています。それだけに関わりも蜜にな
り、最期の支援を行うときには悔いがないように
と思って関わっている。
スタッフ間のコミュニケーションや情報交換を常
に行うこと、入居者様の話を傾聴することを大切
に、話をできない方へは、そばに寄り添い、思い
を感じれる距離で支援させていただいています。
現在の心身の状態をできる限り維持、改善できる
ように支援し、「その人らしさ」「その人らしく」
生活できるよう考慮しています
ひとりひとりに合った支援を
「今日も一日楽しかった」と言ってもらえたら最
高！という気持ちで“やさしく楽しく”を心がけ
ている
何事にも落ち着いて行う（対応する）
言葉使い
ストレスをためない
自分自身の ON・OF のメリハリをつける
表情をよく見る
7．考察
　東部ブロック地区グループホームの調査結果につ
いてみてきた。11 施設の入居者平均年齢は約 82 歳
～ 90.7 歳で、全体の平均は 87.48 歳、介護度は 2 ～ 3.56
で全体平均が 2.85 であった。我が国の人口の男女比
（厚生労働統計協会 b［2014：49］）は 94.7：100、平
均寿命（同 p11）は男性 80.21 歳・女性 86.61 歳（2013
〈平成 25〉年調査）と女性が高い。今回調査の入居
者数も女性 396 名、男性 70 名と女性が男性の 5 ～ 6
倍と多く人口動態の現状を反映している。入居者の
在所期間は3年以上15名、4年以上13名が最も多かっ
た。5 年以上も 5 名おり、軽度で入居してきた利用
地域に根ざしたグループホームの役割（東ブロック地区の調査から）
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に要請された 4 つの役割、機能について多くの事業
所が既に取り組んでいることがわかっている。今後
はグループホームの背景や経緯、地域ニーズや地域
資源の活用を含めた活動が求められる。今回のアン
ケートでも見られるようにグループホームを終のす
みかとして希望される利用者も多いと思われる。介
護福祉士の喀痰吸引等の医療ケアが認められるよう
になったが、今後、その必要性は増していく可能性
がある。現状ではその対応が十分とはいえない。
　グループホームが社会の要請に応えるためには、
各施設でのトレーニングに加え他職種との連携、特
に医療分野との連携が欠かせない。また、高齢者を
地域でお互いに支えていくという理念のもとに、地
域で生活する人々自身の協働的な認識が重要だと思
われる。
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でも実施について不安と答えた人が多かったが、現
在、養成校で学んでいる学生の調査からも同様の意
見が出ている（末松［2015：81-82］）。具体的には、「命
に関わることなので怖い」、「責任の重さや不安があ
る」、「命の重みを考えると利用者に負担をかけてし
まうという不安」などが聞かれる。しかし、医療的
なケアの教育をしっかり受けることによって、約 9
割の学生が肯定的な意見になったとしている。
　看取りや喀痰吸引等は医療的内容が入ってくるた
め、介護職の負担も大きい。しかし、多様なケアの
要請を受けて役割を担っていく必要性が高まってい
る。今回のアンケートでも「家族の一員と思って支
援」「その人らしさを考慮した支援」など“専門職
としての役割”を意識した記載があり、時代に対応
した意識が感じられた。
8．おわりに
　2005（平成 17）年の介護保険改正により地域包
括ケアの推進がされるようになってから 10 年にな
る。超高齢社会を前に介護の負担を地域全体で支え
ようとする動きは益々重要視されるようになってき
た。住み慣れた地域で安心して暮らし続けることが
出来るようにするためにサービスが切れ目なく提供
される地域包括ケアシステムの実現が急務となって
いる。地域包括ケアシステム（厚生労働統計協会 a
［2014：p160］）とは「ニーズに応じた住宅が提供さ
れることを基本とした上で、生活上の安全・安心・
健康を確保するために、医療や介護、予防のみなら
ず、福祉サービスを含めた様々な生活支援サービス
が日常生活の場（日常生活圏域）で適切に提供でき
るような地域での体制」と定義され、具体的には高
齢者の日常生活圏域（30 分でかけつけられる圏域。
中学校区を想定）において、医療、介護、予防、住
まい、見守り・配食・買い物などの生活支援とい
う 5 つの視点での取り組みが包括的（利用者のニー
ズに応じた適切な組み合わせによるサービス提供）、
継続的（入院、退院、在宅復帰を通じて切れ目ない
サービス提供）に行われることが必要であるとされ
ている。
　実際に全国のグループホームでの活動も介護ニー
ズの多様化に合わせ、認知症高齢者や家族支援につ
いて種々の取り組みを行っている。地域包括ケアシ
ステムの構築に合わせ、先に述べたグループホーム
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